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１【財務諸表等】 
(1)【財務諸表】 
①【貸借対照表】 

(単位：千円)

前事業年度 
(平成21年３月15日) 

当事業年度 
(平成22年３月15日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,153,366 1,213,536

受取手形 ※2  155,270 99,599

売掛金 352,135 360,306

有価証券 － 200,000

製品 1,028,951 846,796

原材料 195,842 －

仕掛品 674,653 549,549

貯蔵品 60,224 －

原材料及び貯蔵品 － 218,791

前払費用 3,080 2,718

未収還付法人税等 135,966 －

繰延税金資産 20,274 34,054

その他 2,886 7,113

流動資産合計 3,782,652 3,532,465

固定資産   

有形固定資産   

建物 ※1  1,542,016 ※1  1,540,406

減価償却累計額 △1,167,001 △1,191,433

建物（純額） 375,014 348,973

構築物 ※1  142,214 ※1  139,953

減価償却累計額 △120,046 △121,251

構築物（純額） 22,167 18,701

機械及び装置 ※1  2,702,549 ※1  2,702,549

減価償却累計額 △2,326,010 △2,410,108

機械及び装置（純額） 376,538 292,440

車両運搬具 37,460 37,460

減価償却累計額 △25,565 △30,896

車両運搬具（純額） 11,895 6,564

工具、器具及び備品 328,874 332,313

減価償却累計額 △272,469 △291,735

工具、器具及び備品（純額） 56,405 40,577

土地 ※1, ※3  4,171,371 ※1, ※3  4,171,371

建設仮勘定 44,836 41,549

有形固定資産合計 5,058,229 4,920,178

無形固定資産   

商標権 599 488

ソフトウエア 1,378 895

電話加入権 4,553 4,553

無形固定資産合計 6,531 5,937

─ 24 ─



(単位：千円)

前事業年度 
(平成21年３月15日) 

当事業年度 
(平成22年３月15日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 544,591 388,341

出資金 3,050 3,050

破産更生債権等 1,812 1,359

長期前払費用 7,168 3,982

繰延税金資産 81,695 57,141

長期預金 100,000 －

その他 37,095 39,008

貸倒引当金 △1,812 △1,359

投資その他の資産合計 773,600 491,524

固定資産合計 5,838,360 5,417,640

資産合計 9,621,013 8,950,105

負債の部   

流動負債   

支払手形 222,203 144,209

買掛金 53,415 112,831

短期借入金 ※1  1,020,000 ※1  630,000

1年内返済予定の長期借入金 ※1  323,868 ※1  332,564

1年内償還予定の社債 － 100,000

未払金 412,110 148,313

未払費用 7,353 7,245

未払法人税等 － 50,761

預り金 516 105

前受収益 1,231 76

賞与引当金 37,000 33,400

設備関係支払手形 917 －

流動負債合計 2,078,616 1,559,508

固定負債   

社債 100,000 －

長期借入金 ※1  826,166 ※1  817,916

長期未払金 127,991 96,510

再評価に係る繰延税金負債 ※3  1,359,280 ※3  1,359,280

退職給付引当金 107,872 95,685

長期預り保証金 39,700 4,740

固定負債合計 2,561,009 2,374,131

負債合計 4,639,626 3,933,640
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(単位：千円)

前事業年度 
(平成21年３月15日) 

当事業年度 
(平成22年３月15日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,463,274 1,463,274

資本剰余金   

資本準備金 289,896 289,896

その他資本剰余金 52,195 52,179

資本剰余金合計 342,091 342,076

利益剰余金   

利益準備金 72,792 75,921

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 1,570,045 1,559,178

利益剰余金合計 1,642,837 1,635,099

自己株式 △27,586 △30,634

株主資本合計 3,420,617 3,409,815

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △95,735 △49,855

土地再評価差額金 ※3  1,656,505 ※3  1,656,505

評価・換算差額等合計 1,560,769 1,606,650

純資産合計 4,981,387 5,016,465

負債純資産合計 9,621,013 8,950,105
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②【損益計算書】 

(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成20年３月16日 
 至 平成21年３月15日) 

当事業年度 
(自 平成21年３月16日 
 至 平成22年３月15日) 

売上高   

製品売上高 4,832,581 3,223,037

賃貸事業収入 26,400 14,300

売上高合計 4,858,981 3,237,337

売上原価   

製品売上原価   

製品期首たな卸高 982,539 1,028,951

当期製品仕入高 417,021 148,307

当期製品製造原価 ※2  2,872,651 ※2  1,914,361

合計 4,272,213 3,091,620

他勘定振替高 ※1  37,411 ※1  4,991

製品期末たな卸高 1,028,951 846,796

製品売上原価 3,205,849 2,239,832

不動産賃貸原価 7,422 6,879

売上原価合計 3,213,272 2,246,712

売上総利益 1,645,709 990,625

販売費及び一般管理費   

販売促進費 25,517 14,979

荷造費 97,493 70,053

広告宣伝費 57,285 35,623

役員報酬 115,026 77,858

給料 282,882 239,969

賞与 47,030 25,826

賞与引当金繰入額 16,354 15,716

退職給付費用 17,781 7,016

福利厚生費 62,924 52,489

交通費 40,285 35,564

通信費 16,283 12,958

租税公課 1,897 17,932

交際費 12,769 9,262

支払手数料 37,620 47,423

賃借料 55,379 51,645

減価償却費 17,696 15,953

その他 ※2  97,865 ※2  99,722

販売費及び一般管理費合計 1,002,093 829,996

営業利益 643,616 160,628
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(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成20年３月16日 
 至 平成21年３月15日) 

当事業年度 
(自 平成21年３月16日 
 至 平成22年３月15日) 

営業外収益   

受取利息 3,019 1,952

有価証券利息 6,689 9,099

受取配当金 4,713 4,226

受取賃貸料 1,740 1,740

還付加算金 － 4,342

助成金収入 － 22,553

違約金収入 － 18,200

その他 3,979 3,526

営業外収益合計 20,142 65,641

営業外費用   

支払利息 24,469 27,429

社債利息 1,001 806

手形売却損 118 49

売上割引 81,611 52,659

その他 3,511 7,852

営業外費用合計 110,711 88,797

経常利益 553,047 137,472

特別利益   

固定資産売却益 ※3  1,560 －

貸倒引当金戻入額 470 453

特別利益合計 2,030 453

特別損失   

固定資産除売却損 ※4  2,978 ※4  813

たな卸資産廃棄損 18,006 －

たな卸資産評価損 24,606 －

異常操業度損失 68,364 －

特別退職金 139,168 －

特別損失合計 253,125 813

税引前当期純利益 301,953 137,112

法人税、住民税及び事業税 17,416 57,533

法人税等調整額 101,331 6,038

法人税等合計 118,748 63,571

当期純利益 183,205 73,540
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③【株主資本等変動計算書】 

(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成20年３月16日 
 至 平成21年３月15日) 

当事業年度 
(自 平成21年３月16日 
 至 平成22年３月15日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 1,463,274 1,463,274

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,463,274 1,463,274

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 289,896 289,896

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 289,896 289,896

その他資本剰余金   

前期末残高 171,800 52,195

当期変動額   

自己株式の処分 △119,605 △15

当期変動額合計 △119,605 △15

当期末残高 52,195 52,179

資本剰余金合計   

前期末残高 461,697 342,091

当期変動額   

自己株式の処分 △119,605 △15

当期変動額合計 △119,605 △15

当期末残高 342,091 342,076

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 59,443 72,792

当期変動額   

剰余金の配当 13,348 3,129

当期変動額合計 13,348 3,129

当期末残高 72,792 75,921

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金   

前期末残高 1,533,675 1,570,045

当期変動額   

剰余金の配当 △146,835 △84,408

当期純利益 183,205 73,540

当期変動額合計 36,370 △10,867

当期末残高 1,570,045 1,559,178

利益剰余金合計   

前期末残高 1,593,119 1,642,837

当期変動額   

剰余金の配当 △133,486 △81,278

当期純利益 183,205 73,540

当期変動額合計 49,718 △7,738

当期末残高 1,642,837 1,635,099
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(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成20年３月16日 
 至 平成21年３月15日) 

当事業年度 
(自 平成21年３月16日 
 至 平成22年３月15日) 

自己株式   

前期末残高 △66,414 △27,586

当期変動額   

自己株式の取得 △82,171 △3,112

自己株式の処分 120,999 64

当期変動額合計 38,828 △3,048

当期末残高 △27,586 △30,634

株主資本合計   

前期末残高 3,451,675 3,420,617

当期変動額   

剰余金の配当 △133,486 △81,278

当期純利益 183,205 73,540

自己株式の取得 △82,171 △3,112

自己株式の処分 1,393 48

当期変動額合計 △31,058 △10,801

当期末残高 3,420,617 3,409,815

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △64,801 △95,735

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △30,933 45,880

当期変動額合計 △30,933 45,880

当期末残高 △95,735 △49,855

土地再評価差額金   

前期末残高 1,656,505 1,656,505

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,656,505 1,656,505

評価・換算差額等合計   

前期末残高 1,591,703 1,560,769

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △30,933 45,880

当期変動額合計 △30,933 45,880

当期末残高 1,560,769 1,606,650

純資産合計   

前期末残高 5,043,379 4,981,387

当期変動額   

剰余金の配当 △133,486 △81,278

当期純利益 183,205 73,540

自己株式の取得 △82,171 △3,112

自己株式の処分 1,393 48

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △30,933 45,880

当期変動額合計 △61,992 35,078

当期末残高 4,981,387 5,016,465
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④【キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成20年３月16日 
 至 平成21年３月15日) 

当事業年度 
(自 平成21年３月16日 
 至 平成22年３月15日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益 301,953 137,112

減価償却費 188,036 158,611

貸倒引当金の増減額（△は減少） △470 △453

賞与引当金の増減額（△は減少） △23,000 △3,600

退職給付引当金の増減額（△は減少） △144,840 △12,187

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △170,377 －

長期未払金の増減額（△は減少） 127,991 △31,481

受取利息及び受取配当金 △7,733 △6,179

支払利息 24,469 27,429

社債利息 1,001 806

有形固定資産除売却損益（△は益） 2,978 813

補助金収入 － △22,553

違約金収入 － △18,200

売上債権の増減額（△は増加） 214,036 47,500

たな卸資産の増減額（△は増加） △57,458 344,534

仕入債務の増減額（△は減少） △283,654 △18,577

その他 134,439 △30,709

小計 307,371 572,865

利息及び配当金の受取額 13,165 12,758

利息の支払額 △25,405 △28,320

補助金の受取額 － 22,553

特別退職金 － △232,972

法人税等の還付額 － 136,440

法人税等の支払額 △339,113 △12,078

営業活動によるキャッシュ・フロー △43,981 471,245

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △167,754 △23,727

投資有価証券の取得による支出 △85,731 △2,971

投融資の回収による収入 12,540 5,080

預り保証金の返還による支出 － △21,500

預り保証金の受入による収入 － 5,940

その他 891 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △240,054 △37,179

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 170,000 △390,000

長期借入れによる収入 950,000 450,000

長期借入金の返済による支出 △247,406 △449,554

社債の償還による支出 △20,000 －

自己株式の取得による支出 △82,171 △3,112

自己株式の処分による収入 1,393 48

配当金の支払額 △133,486 △81,278

財務活動によるキャッシュ・フロー 638,330 △473,896

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 354,293 △39,830

現金及び現金同等物の期首残高 799,073 1,153,366

現金及び現金同等物の期末残高 1,153,366 1,113,536
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株式会社スーパーツール 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社スーパーツールの平成20年３月16日から平成21年３月15日までの第49期事業年度

の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び

附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社スーパーツールの平成21年３月15日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 
  

 

独立監査人の監査報告書
 

平成21年６月10日

取締役会 御中

監査法人 トーマツ  

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  中  山  紀  昭  ㊞

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  千  﨑  育  利  ㊞

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。 

２ 財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 

 





 

  

 

株式会社スーパーツール 

 

  
 

  
 

  
 

  

＜財務諸表監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社スーパーツールの平成21年３月16日から平成22年３月15日までの第50期事業年度

の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び

附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社スーパーツールの平成22年３月15日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

平成22年５月31日

取締役会 御中

有限責任監査法人 トーマツ  

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士  西     育  良  ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士  千  﨑  育  利  ㊞



＜内部統制監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社スーパ

ーツールの平成22年３月15日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備

及び運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内

部統制報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の

記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として

行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含

め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、株式会社スーパーツールが平成22年３月15日現在の財務報告に係る内部統制は有効である

と表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制

の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示

しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 
  

 

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。 

２ 財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 
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